
水道水を届けるためには
ダムや浄水場、 水道管等
を日頃から維持・管理を
しなければなりません。

支出

地震にも強い水道管を設置し、災
害発生時においても飲料水等を確
保するため給水車を配備します。

神奈川県には相模湖や丹沢湖など、水道に利用する５つ
のダム湖があり相互に連携しながら水を供給しています。
また、地下水が豊富な地域も多く、水不足の心配がほと
んどありません。

神奈川県営、横浜市、川崎市、横須賀市の水道用水の一部は
水道用水供給事業者である神奈川県内広域水道企業団により
供給されています。

水道事業は県や市町村
等で経営していますが、 
原則税金を使わずに、
水道料金のみで、経営
しています。

水道事業の一般的な収入と支出の内訳イメージ

収入

収入と支出の特徴

老朽化した水道施設

24時間体制での管理

みなさんが利用している水道水は、
各市町村等の水道事業者から

届けられています。

人口が減ると水道水の使用量が減少するため、
さらに水道事業の収入の減少が予想されます。

今後もみなさんに水道水をお届けするためには、
このような課題を解決しなければなりません。

施設の維持・管理ができない
漏水・断水の頻発
安全な水を供給できない

このまま続くと

水質管理 水量監視

災害対策

豊富な水源

基本料金
水道の使用量に

かかわらず負担いただく
水道料金

従量料金
水道の使用量に応じて負担いただく水道料金

施設維持費（固定費）
動力費、
薬品費等
（変動費）水道の使用量にかかわらない支出
ポンプで水を送るための動力費
水をきれいにするための薬品費

収入の減少 水道施設の老朽化 担い手の不足

いま

いま

横浜市営

川崎市営

座間市営

横須賀市営

三浦市営

秦野市営

愛川町営

清川村営

南足柄市営

中井町営
大井町営

松田町営

山北町営

開成町営

小田原市営

箱根町営

真鶴町営
湯河原町営
・組合営

相模原市営

この他にも、水道施設の維持・
管理などの様々な業務により安
定供給が実現しています。

平塚市※2、鎌倉市、藤沢市、小田原市※1、
茅ケ崎市、逗子市、相模原市※2、厚木市、
大和市、伊勢原市、海老名市、綾瀬市、
葉山町※2、寒川町、大磯町、二宮町、
箱根町※1、愛川町※1

※1 一部に給水　※2 一部を除いて給水

神奈川県営水道給水区域

神奈川県営
12市６町へ給水

これから
みなさんに水道水を届けるためには、
今までと変わらない水道施設の維持・管理業務は続きます。
しかし、水道事業者の中には
職員の年齢層の偏りによる経験や技術力継承の課題、
人口減少に伴う担い手の不足などの課題
を抱えている事業者もいます。

これから

今後、老朽化した水道施設の更新工事が増えることが予想されます。
これから
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神奈川県の将来人口予測

（2020年以前は総務省「国勢調査」実績、
2021年以降はかながわグランドデザインにおける将来人口推計より）

現在

1990年代
1970年代

更新工事費の増加

漏水被害老朽化により破損した水道管

水道施設の工事費推移イメージ

県内水道事業者の年齢別職員数 神奈川県の年齢別人口
（人）

（公益社団法人 日本水道協会「水道統計」より 2019年度）
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30代 40代 50代 60代
（神奈川県「年齢別人口統計調査」より 2022年１月１日時点）

0

50万

100万

若い世代の人口が少ないため、
さらなる担い手の不足が
予想されます。

150万

20代10代10代未満 30代 40代 50代 60代

水道の使用量が 減少する と
収入も  減少する
支出は  あまり変わらない


